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社協福祉ライブラリーから本の紹介

著　者：みんなのことば舎
出版社：医療法人稲生会（発売所 / 株式会社みんなのことば舎）

ぼくのおとうとは機械の鼻

沖縄県農業協同組合首里支店 様（2.13）
【写真左から2番目】
沖縄県農業協同組合首里支店
支店長　西原　隆　様
【写真左から1番目】
沖縄県農業協同組合首里支店
渉外担当　新垣　杏佳　様
【写真右から1番目】
本会　常務理事　嘉陽　孝治

琉球物流株式会社 様（2.10）
【写真左から2番目】
琉球物流株式会社
代表取締役社長　金城　樹　様
【写真左から1番目】
琉球物流株式会社
取締役　上原　判　様
【写真右から2番目】
本会　会長　湧川　昌秀
【写真右から1番目】
本会　常務理事　嘉陽　孝治

開（比嘉）梨香 様（2.21）
【写真左から2番目】
開（比嘉）　梨香　様
【写真左から1番目】
公益財団法人日本フィルハーモニー
交響楽団　山岸　淳子　様
【写真右から2番目】
本会　会長　湧川　昌秀
【写真右から1番目】
本会　常務理事　嘉陽　孝治

一般財団法人 湧川財団 様（12.10）
【写真左から2番目】
一般財団法人湧川財団
理事　金城　英樹　様
【写真左から1番目】
一般財団法人湧川財団
評議員　湧川　智仁　様
【写真右から2番目】
女性を元気にする会
代表　ゴージャス　理枝　様
【写真右から1番目】
本会　会長　湧川　昌秀

沖縄県建設業移動式クレーン協同組合 様（3.17）
【写真左から2番目】
沖縄県建設業移動式クレーン協同組合
理事　前泊　弘幸　様
【写真左から1番目】
沖縄県建設業移動式クレーン協同組合
理事長代理　前泊　拓也　様
【写真右から2番目】
本会　常務理事　嘉陽　孝治
【写真右から1番目】
本会　事務局長　高良　正樹

NTT 西日本 沖縄支店 様（2.25）
【写真左から2番目】
NTT西日本沖縄支店
支店長　古江　健太郎　様
【写真左から1番目】
NTT西日本沖縄支店
事業推進室 担当課長　中嶋　宏樹　様
【写真右から2番目】
本会　会長　湧川　昌秀　
【写真右から1番目】
本会　常務理事　嘉陽　孝治

一般財団法人那覇市垣花奉頌会 様（3.11）
【写真左から2番目】
一般財団法人那覇市垣花奉頌会
理事長　渡嘉敷　義浩　様
【写真左から1番目】
同会　事務局　平良　諒雄　様
【写真右から1番目】
本会　常務理事　嘉陽　孝治

公益社団法人生命保険ファイナンシャルアドバイザー協会 沖縄県協会 様（2.25）
【写真左から3 番目】
公益社団法人生命保険ファイナンシャル
アドバイザー協会 沖縄県協会
会長　大城　真美　様
【写真左から2番目】
同協会　副会長　大茂　珠子　様
【写真左から1番目】
同協会　事務局長　我如古　開　様
【写真右から2番目】
本会　会長　湧川　昌秀　
【写真右から1番目】
本会　常務理事　嘉陽　孝治

公益社団法人那覇法人会　女性部会 様（3.21）
【写真左】
公益社団法人那覇法人会 女性部会
部会長　新田　民子　様
【写真右】
本会　総務企画部長　新崎　盛信

寄附・寄贈者芳名（～3月 31日） 御寄附・御寄贈いただき、誠にありがとうございました。

ぼくのおとうとは、へんなんだ、まわりとちがうおとうとのこと、みんなに聞かれ
てはずかしい。みんな、おとうとのことばかり。病気や障がいで医療的なケアが必
要な「医療的ケア児」のおとうとと、その「きょうだい児」のお兄ちゃんのお話し。
自宅でケアを受けて暮らす弟も、それを見つめるお兄ちゃんも「みんな、とくべつ
なひとり」子どもだけじゃなく、幅広い世代の方に読んでほしい1冊です！
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　「書くことが好き」と話す新垣 智恵子 さん（95歳）は、書道歴 30 年になります。かな書道から始め
て、現在は楷書や行書など、さまざまな書体の習得に励んでいます。今回の作品は、旅先の文具店で
見つけた扇型の用紙を手にした瞬間にインスピレーションがわき、女流歌人の魅力的な短歌を書に
しました。「老いを恐れず、年だからと諦めない、明るい心で学びたい」と定年後も絵画や短歌、茶道
そして、かりゆし長寿大学校へ入学するなど情熱を燃やし続けています。楽しく過ごせるのも健康
あってこそと、毎朝４時半には起床して、ウォーキングに体操、乾布摩擦などボディメンテナンスも
バッチリ！の智恵子さん。【いぶし銀のような100 歳を目指します】と目標を語ってくれました。
　パワースポットのようで、魅了されるお人柄の智恵子さん。さらなるご活躍をお祈りしております。

表紙の作品
作品名「和歌」

作成者：新垣 智恵子さん

※本会への寄附については、
税制上の優遇措置が受けら
れます。詳しくは総務企画部
まで

○カラオケ南優灯　様
○匿名の方々からも
　御寄附いただきました

写真掲載以外の
寄附・寄贈者芳名
写真掲載以外の
寄附・寄贈者芳名

根路銘夕貴＝総務企画部主査　　　　　　宮里尚弥＝地域福祉部主査　　　　　　　大城利公＝施設団体福祉部主査
沢紙彩乃＝福祉人材研修センター主査　　新垣安大＝福祉人材研修センター主査　　國吉真斗＝沖縄県運営適正化委員会主査

昇 任

令和 7年度 県社協・県共募人事異動

與儀あき＝福祉人材研修センター所長　　上間直子＝地域生活定着支援センター所長 兼 沖縄県運営適正化委員会事務局長
仲村政利＝いきいき長寿センター主査　　仲村安弘＝いきいき長寿センター主査（再雇用）
新屋司＝施設団体福祉部副部長　　　　　外間沙季＝民生部副部長　　　　　　　　儀間健一郎＝福祉人材研修センター副所長
橋口卓広＝地域福祉部主任　　　　　　　大城洋明＝民生部主任

異 動
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令和7年度 沖縄県社会福祉協議会 事業計画（概要）

　県社協では、「第５次地域福祉活動総合計画」に掲げる「支え合い 安心して暮らせる地域社会をめざして」の基本
理念の実現に向け、市町村社協や福祉施設・団体、民生委員・児童委員、ボランティア、NPO、地域住民等の参画
と協働のもと、「THANKS（サンクス）運動～地域の人々が明るいネットワークを築き支え合う社会の実現～」の第
２期運動を展開する等、次の事業を重点に取り組むとともに、「持続可能な開発目標（SDGs）」の推進を図ります。

１. 地域福祉の推進及び福祉文化の形成
（１）ＴＨＡＮＫＳ（サンクス）運動の展開
① THANKS（サンクス）運動の推進
■ 第Ⅱ期運動方針に基づき、テーマ別部会を開催し、
ヤングケアラー等制度の狭間におかれた地域生活課題
への支援のあり方等を協議する等、各推進団体と連携
した取り組みを進める。
② 市町村社協の活動強化に向けた支援
■ 「コミュニティソーシャルワーク研究会」を開催し、包
括的な支援体制づくりに向けたコミュニティソーシャル
ワーク実践等について検討を行い、同実践の推進を図る。
③ ボランティア・NPO 活動の推進及びボランティアコー
ディネート機能の強化
■ ボランティアセンター未設置の社協に対し、巡回訪
問による個別相談、助言・情報提供を行うほか、「ボ
ランティアセンター設置促進勉強会」（仮称）を実施し、
センターの着実な設置促進を図る。
④ 福祉教育・ボランティア学習の推進
■ 市町村社協の福祉教育担当者等を「全国福祉教育
推進員研修」へ派遣し、市町村社協に配置する推進員
を養成するとともに、これまで養成した推進員を対象
に「福祉教育推進員連絡会」を開催し、実践事例や
課題の共有を行い、福祉教育のさらなる充実を図る。
⑤ 社会福祉法人等による地域共生社会の実現に向けた
取り組みの推進
■ 「小規模法人ネットワーク化事業（ちゅいしぃじぃ事
業）」モデル社協の成果等を各種研修会等で周知し、
市町村段階の連絡会の組織化を促進する。　ほか

（２）民生委員児童委員活動の強化・支援
① 民生委員児童委員活動の強化・支援
■ 沖縄県民生委員児童委員協議会（県民児協）の運
営支援を通じて、県民児協が策定した「県版　活動強
化方策」の取り組みを支援する。ほか

（３）災害時における危機管理体制の強化
① 災害時における支援体制の整備と強化
■ 「災害ボランティアセンター運営者等研修会」を開催

し、職員や運営者の資質向上とセンターの機能強化を
図る。また、災害派遣福祉チーム（DWAT）のチーム
員登録・養成研修の開催等、災害時要配慮者への支
援体制の整備を図る。
② 災害時における支援活動の実施
■ 災害が発生した際には、「沖縄県地域防災計画」、「県
内社協災害時相互応援協定」、「県社協災害救援マニュ
アル」等に基づき、被災者及び被災地社協に対し迅速
かつ的確な支援活動を展開するとともに、県内の社会
福祉施設・団体と連携し、被災施設への支援を行う。
ほか

２. 地域自立生活を支える福祉基盤づくり
（１）生活困窮者等の自立に向けた支援
① 社協の総合力を活かした生活困窮者の自立支援の
強化
■ 局内において部署横断的な連絡会等を持つなど、
県社協としての総合力で、コロナ禍で顕在化した困窮
世帯等に対する支援を強化する。
② 生活福祉資金貸付事業等の効果的な実施
■ 市町村社協や民生委員・児童委員、各関係機関と
連携し、「生活福祉資金」や「児童養護施設退所者等
自立支援資金」の貸付を行い、低所得者世帯等の経
済的自立を推進する。　ほか

（２）総合的な権利擁護体制づくりの推進
① 福祉サービス利用援助事業（日常生活自立支援事
業）の推進
■ 市町村社協職員を対象とした「日常生活自立支援事
業研究協議会」を開催し、事業運営上の課題への対応
策について協議を行い、同事業の推進・強化を図る。
また、市町村社協への現地調査を通じて、事業実施状
況等を点検・確認し、適正な事業運営支援を行う。
② 市町村段階の権利擁護体制の構築に向けた支援
■ 「権利擁護推進会議」を開催し、法人後見実施社協
等の情報交換やそれぞれの地域課題や特性を踏まえた
各関係機関と連携・協働した権利擁護支援の推進を図
る。　ほか

（３）運営適正化委員会の機能強化
① 苦情解決事業の整備促進と機能強化
■ 事業所への巡回訪問等の実施、「福祉サービスに関
する苦情解決セミナー」の開催を通じ、事業所段階に
おける苦情解決の対応力向上を図る。
② 福祉サービス利用援助事業の適切な運営監視
■ 福祉サービス利用援助事業の実施機関等への調査
等を実施し、事業の実施状況等の把握を行い、同事
業の透明性及び公正性の確保、運営監視を強化して利
用者への適切な支援につなげる。　ほか

（４）福祉サービスを必要とする矯正施設退
所者等への支援
① 地域生活定着支援事業の実施
■ 矯正施設退所後、生活支援が必要な高齢または障
害者に対し、帰住地の確保や福祉サービスの利用手続
き等の支援を行い、円滑な社会復帰及び地域生活への
定着支援を図る。　ほか

３.福祉サービスの質の向上
（１）福祉施設提供サービスの質の向上
① 社会福祉法人・施設への支援
■ 種別協議会と連携し、社会福祉法人・施設における
人材確保・育成・定着手法等の推進策の研究協議を通
じて、各法人・施設の経営基盤の強化を支援する。
② 専門的な各種研修会等の推進
■ 国の施策動向等を踏まえ、法人・施設役職員のスキ
ル向上を図る研修会を開催し、利用者のニーズや新た
な福祉課題等に適切に対応する良質で専門性の高い福
祉サービスの提供を目指す。
③ 福祉課題解決に向けた取り組みの推進
■ 福祉施設・事業所が抱える各種課題を把握し、関
係機関・団体と共有化を図るとともに、課題への対応
策等について研究・協議を進め、解決に向けた取り組
みを推進する。　ほか

（２）福祉人材の養成・確保・定着等の推進
① 福祉の仕事に関する普及・啓発
■ 高校生や福祉系以外の大学・専門学生等に対し、
福祉職のやりがい、資格取得方法などを周知・啓発す
るため「福祉の仕事入門教室」を開催する。
② 福祉に関する資格取得のための支援
■ 介護福祉士修学資金等貸付事業並びに保育士修学
資金等貸付事業を実施し、資格取得の支援等を図り、
人材確保につなげる。仮受人の状況把握及び迅速な事
務処理等による債権管理の強化を図る。
③ 無料職業紹介事業等を通じた福祉人材確保の取り組
みの推進

■ 福祉人材無料職業紹介事業にキャリア支援専門員を
配置し、求職者への相談対応や、求人事業所への訪問
等を実施し、助言、情報提供を行うなど、事業所にお
ける福祉人材の確保・養成・定着を支援する。
④ 福祉従事者の育成・定着に向けた支援
■ 福祉従事者等が多様化する福祉ニーズに対応し、支
援が円滑に行えるように、それぞれの専門知識・技術
の習得に向けた研修を体系的に実施する。また、オン
ラインやオンデマンド研修を実施し、離島受講者等の
研修機会の拡大を図る。　ほか

（３）介護技術等の普及による介護意識の醸成
① 県民や介護従事者への介護知識・技術の普及啓発
■ 介護講座や、食事・入浴・移動・排泄などの家族
介護をテーマとした「介護の日」講演会等を開催し、
一般県民や介護従事者に対して介護知識・技術の普及
啓発を図る。
② 多様な福祉用具の普及
■ 常設展示場を活用した福祉用具展示場見学・相談会
や「第13回福祉機器展」（7月4日～5日）　等を開催し、
県民の福祉用具に関する知識を広め、介護負担の軽減
につながるように在宅介護の支援を行う。　ほか

４. 明るい長寿社会づくり
（１）高齢者の生きがいと健康づくりの推進
① アクティブシニア（意欲的に活動する高齢者）の社
会参加の促進と生きがいづくり
■ 「第 16 回沖縄ねんりんピック（スポーツ交流大会・
文化交流大会）」（9 月 6 日～ 12 月 22 日）や「第 16
回かりゆし美術展」（12 月 2 日～ 6 日）の開催など、
スポーツ・文化活動の事業に取り組み、高齢者の自主
的な取り組みを支援し、生きがいと健康づくりを推進す
る。また、「沖縄県かりゆし長寿大学校」の運営を通し、
高齢者の生きがいのある生活基盤の確立と健康の保持
増進及び地域活動の担い手の養成を図る。　ほか

５. 企画広報・助成・提言活動の推進
（１）調査研究・企画活動の強化
① 福祉問題の調査研究の計画的推進
■ 総合企画委員会や各部署において必要な調査研究活
動に取り組むことにより、県内の福祉課題を適切に把握
し、新たな支援策の企画や政策提言につなげる。ほか

（２）福祉施策への提言・要請活動の強化
① 福祉施策の立案・提言活動の展開
■ 沖縄県社会福祉施策・予算対策協議会との連携の
もと、各分野における福祉課題を明らかにして、関係
者との意見交換を図りながら「令和 8 年度沖縄県福祉

施策・予算に対する要請書」を取りまとめ、県、市町
村等に対して提言・要請活動を展開する。　ほか

（３）広報・啓発及び情報提供機能の強化
① 福祉に関する広報・啓発及び情報提供機能の充実
■ 「第 68 回沖縄県社会福祉大会」（10月 29 日　沖縄
コンベンションセンター）の開催を通じて、今日的な福
祉課題について県民への啓発活動を展開する。　ほか

（４）資金助成による活動支援の推進
① 社会福祉振興基金助成事業の効果的な運用
■ 福祉施設や福祉団体、NPO 等に対し、社会福祉振
興基金の運用益を活用した一般助成、地域福祉活動モ
デル助成を実施し、その活動を支援する。
② THANKS（サンクス）運動基金を活用した助成事業
の効果的な実施
■ 「THANKS（サンクス）運動基金」を活用した助成
事業を実施し、住民主体の支え合い活動をはじめ、地
域の課題等に対し各関係機関・団体が協働して取り組
む活動を支援する。
③ 民間助成に関する情報提供と活用支援
■ 県内外の民間団体等が行う助成事業の情報提供や
活用支援を行い、民間福祉団体の活動基盤の強化を支
援する。　ほか

６. 組織体制・財政基盤の強化
（１）組織体制・財政基盤の強化
① 組織体制の強化
■ 理事、監事及び評議員に対して本会が取り組む事業
や法人としての財務状況等を適切に提供し、理事会・
評議員会で審議した内容を各事業に反映させるなど、
理事会・評議員会の活性化を図る。また、役員及び評
議員の任期満了に伴う一斉改選に向け、対応を図る。
② 経営の適正化と透明性の確保
■ 顧問会計士との連携のもと、財務規律の強化に取り
組む。また、本会監事による独自の中間監査を実施す
るなど内部統制機能の強化を図り、県民に信頼される
組織経営の適正化を図る。
③ 財政基盤の強化
■ 県民ニーズに対応した事業展開や組織経営の安定化
に向け、自主財源である会費、寄附金、チャリティ収入、
事業収入等の強化に努める。また、国・県の動向をと
らえ、県と協議を行い、公的財源を活用するなどして、
必要な事業費の確保を図る。
④ 沖縄県総合福祉センターの適切な管理運営
■ 令和 7 年度から 5 年間の指定管理業務について、
引き続き、県総合福祉センターが県民の社会福祉活動
の拠点施設としての機能を発揮できるよう、利用者及び
入居団体のニーズに応じたセンターの管理運営につな
げる。ほか

基本方針

事業計画は、県社協ホームページでもご覧いただけます。
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法人運営事業 

福祉活動指導員設置事業 

沖縄県ボランティアセンター運営事業 

民生委員活動推進事業 

地域福祉推進等研修事業 

共同募金配分金事業 

沖縄県社会福祉大会開催事業 

福祉情報おきなわ発行事業 

市町村社協支援事業 

災害支援体制強化事業 

サンクス運動推進事業 

災害時福祉支援体制整備事業 

子どもの居場所ネットワーク事業 

重層的支援体制構築支援受託事業 

災害ボランティアセンター設置運営研修等支援事業

地域福祉推進拠点区分　合計 

日常生活自立支援事業 

地域生活定着支援センター受託事業 

運営適正化委員会設置運営事業 

地域自立生活支援等研修事業 

地域再犯防止推進受託事業 

地域自立生活支援拠点区分　合計 

心身障害児者施設協議会活動事業 

身体障害児者施設協議会活動事業 

社会福祉法人経営者協議会活動事業 

児童養護協議会活動事業 

老人福祉施設協議会活動事業 

保育協議会活動事業 

地域包括・在宅介護支援センター協議会活動事業 

福祉人材研修センター受託事業 

介護実習・普及センター管理受託事業 

福利厚生センター受託事業 

介護支援専門員養成研修事業 

介護等体験事業 

人材育成・団体活動支援等研修事業 

民間社会福祉施設職員福利厚生事業 

介護人材キャリアアップ研修受託事業 

九州身体障害児者施設研究大会開催事業 

九州保育三団体研究大会開催事業 

九社連老施協通所介護部会運営事業 

人材育成・団体活動支援拠点区分　合計 
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17,794 
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サービス区分 当年度
予算額

前年度
予算額 増 減

事業収入・利息他
13%

積立金取崩・繰入等
46%

会費・寄附・負担金
4%

補助金・受託金
37%

事業費・事務費
27%

貸付支出
37%

助成・積立・繰出他
13%

人件費
23%
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計
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点
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会
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高齢者の生きがいと健康づくり事業 

組織づくりと指導者育成事業 

高齢者無料職業紹介所運営事業 

長寿社会づくり推進等研修事業 

長寿社会づくり推進拠点区分　合計 

総合企画委員会推進事業 

局内プロジェクト推進事業 

福祉団体・各種大会等助成事業 

社会福祉振興基金事業 

サンクス運動基金事業 

企画広報・助成等推進拠点区分　合計 

社会福祉事業区分　合計

介護福祉士修学資金等貸付事業 

保育士修学資金等貸付事業 

児童養護施設退所者等自立支援資金貸付事業

公益事業区分　合計

賃貸事業 

沖縄県総合福祉センター指定管理事業

収益事業区分　合計   

一般会計合計 
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予算額

前年度
予算額 増 減
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生活福祉資金特別会計

生活福祉資金貸付事業

コロナ特例生活福祉資金貸付事業

要保護世帯向け不動産担保型
生活資金特別会計

生活福祉資金貸付事務費特別会計

生活福祉資金貸付事務費

コロナ特例生活福祉資金貸付事務費

臨時特例つなぎ資金特別会計

特別会計合計

※特別会計合計の収支差額 4,002,195 千円については、
　コロナ特例貸付の償還金及び令和8年度以降の貸付原資となっている。
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114,252 
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36,942 
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8,484,336 

5,245,165 
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特別会計 当年度
予算額①

前年度
予算額②

増減③
（①-②）

特
別
会
計

会
計

令和 7年度 資金収支予算概要

【一般会計における収入構成】

一般会計サービス区分一覧表

（単位：千円） 【一般会計における支出構成】（単位：千円）

（単位：千円）

　（自）令和７年４月１日 （至）令和８年３月３１日

収入合計
1,559,342千円

支出合計
1,559,342千円

収入合計
1,559,342千円

支出合計
1,559,342千円

１. 地域福祉の推進及び福祉文化の形成
（１）ＴＨＡＮＫＳ（サンクス）運動の展開
① THANKS（サンクス）運動の推進
■ 第Ⅱ期運動方針に基づき、テーマ別部会を開催し、
ヤングケアラー等制度の狭間におかれた地域生活課題
への支援のあり方等を協議する等、各推進団体と連携
した取り組みを進める。
② 市町村社協の活動強化に向けた支援
■ 「コミュニティソーシャルワーク研究会」を開催し、包
括的な支援体制づくりに向けたコミュニティソーシャル
ワーク実践等について検討を行い、同実践の推進を図る。
③ ボランティア・NPO 活動の推進及びボランティアコー
ディネート機能の強化
■ ボランティアセンター未設置の社協に対し、巡回訪
問による個別相談、助言・情報提供を行うほか、「ボ
ランティアセンター設置促進勉強会」（仮称）を実施し、
センターの着実な設置促進を図る。
④ 福祉教育・ボランティア学習の推進
■ 市町村社協の福祉教育担当者等を「全国福祉教育
推進員研修」へ派遣し、市町村社協に配置する推進員
を養成するとともに、これまで養成した推進員を対象
に「福祉教育推進員連絡会」を開催し、実践事例や
課題の共有を行い、福祉教育のさらなる充実を図る。
⑤ 社会福祉法人等による地域共生社会の実現に向けた
取り組みの推進
■ 「小規模法人ネットワーク化事業（ちゅいしぃじぃ事
業）」モデル社協の成果等を各種研修会等で周知し、
市町村段階の連絡会の組織化を促進する。　ほか

（２）民生委員児童委員活動の強化・支援
① 民生委員児童委員活動の強化・支援
■ 沖縄県民生委員児童委員協議会（県民児協）の運
営支援を通じて、県民児協が策定した「県版　活動強
化方策」の取り組みを支援する。ほか

（３）災害時における危機管理体制の強化
① 災害時における支援体制の整備と強化
■ 「災害ボランティアセンター運営者等研修会」を開催

し、職員や運営者の資質向上とセンターの機能強化を
図る。また、災害派遣福祉チーム（DWAT）のチーム
員登録・養成研修の開催等、災害時要配慮者への支
援体制の整備を図る。
② 災害時における支援活動の実施
■ 災害が発生した際には、「沖縄県地域防災計画」、「県
内社協災害時相互応援協定」、「県社協災害救援マニュ
アル」等に基づき、被災者及び被災地社協に対し迅速
かつ的確な支援活動を展開するとともに、県内の社会
福祉施設・団体と連携し、被災施設への支援を行う。
ほか

２. 地域自立生活を支える福祉基盤づくり
（１）生活困窮者等の自立に向けた支援
① 社協の総合力を活かした生活困窮者の自立支援の
強化
■ 局内において部署横断的な連絡会等を持つなど、
県社協としての総合力で、コロナ禍で顕在化した困窮
世帯等に対する支援を強化する。
② 生活福祉資金貸付事業等の効果的な実施
■ 市町村社協や民生委員・児童委員、各関係機関と
連携し、「生活福祉資金」や「児童養護施設退所者等
自立支援資金」の貸付を行い、低所得者世帯等の経
済的自立を推進する。　ほか

（２）総合的な権利擁護体制づくりの推進
① 福祉サービス利用援助事業（日常生活自立支援事
業）の推進
■ 市町村社協職員を対象とした「日常生活自立支援事
業研究協議会」を開催し、事業運営上の課題への対応
策について協議を行い、同事業の推進・強化を図る。
また、市町村社協への現地調査を通じて、事業実施状
況等を点検・確認し、適正な事業運営支援を行う。
② 市町村段階の権利擁護体制の構築に向けた支援
■ 「権利擁護推進会議」を開催し、法人後見実施社協
等の情報交換やそれぞれの地域課題や特性を踏まえた
各関係機関と連携・協働した権利擁護支援の推進を図
る。　ほか

（３）運営適正化委員会の機能強化
① 苦情解決事業の整備促進と機能強化
■ 事業所への巡回訪問等の実施、「福祉サービスに関
する苦情解決セミナー」の開催を通じ、事業所段階に
おける苦情解決の対応力向上を図る。
② 福祉サービス利用援助事業の適切な運営監視
■ 福祉サービス利用援助事業の実施機関等への調査
等を実施し、事業の実施状況等の把握を行い、同事
業の透明性及び公正性の確保、運営監視を強化して利
用者への適切な支援につなげる。　ほか

（４）福祉サービスを必要とする矯正施設退
所者等への支援
① 地域生活定着支援事業の実施
■ 矯正施設退所後、生活支援が必要な高齢または障
害者に対し、帰住地の確保や福祉サービスの利用手続
き等の支援を行い、円滑な社会復帰及び地域生活への
定着支援を図る。　ほか

３.福祉サービスの質の向上
（１）福祉施設提供サービスの質の向上
① 社会福祉法人・施設への支援
■ 種別協議会と連携し、社会福祉法人・施設における
人材確保・育成・定着手法等の推進策の研究協議を通
じて、各法人・施設の経営基盤の強化を支援する。
② 専門的な各種研修会等の推進
■ 国の施策動向等を踏まえ、法人・施設役職員のスキ
ル向上を図る研修会を開催し、利用者のニーズや新た
な福祉課題等に適切に対応する良質で専門性の高い福
祉サービスの提供を目指す。
③ 福祉課題解決に向けた取り組みの推進
■ 福祉施設・事業所が抱える各種課題を把握し、関
係機関・団体と共有化を図るとともに、課題への対応
策等について研究・協議を進め、解決に向けた取り組
みを推進する。　ほか

（２）福祉人材の養成・確保・定着等の推進
① 福祉の仕事に関する普及・啓発
■ 高校生や福祉系以外の大学・専門学生等に対し、
福祉職のやりがい、資格取得方法などを周知・啓発す
るため「福祉の仕事入門教室」を開催する。
② 福祉に関する資格取得のための支援
■ 介護福祉士修学資金等貸付事業並びに保育士修学
資金等貸付事業を実施し、資格取得の支援等を図り、
人材確保につなげる。仮受人の状況把握及び迅速な事
務処理等による債権管理の強化を図る。
③ 無料職業紹介事業等を通じた福祉人材確保の取り組
みの推進

■ 福祉人材無料職業紹介事業にキャリア支援専門員を
配置し、求職者への相談対応や、求人事業所への訪問
等を実施し、助言、情報提供を行うなど、事業所にお
ける福祉人材の確保・養成・定着を支援する。
④ 福祉従事者の育成・定着に向けた支援
■ 福祉従事者等が多様化する福祉ニーズに対応し、支
援が円滑に行えるように、それぞれの専門知識・技術
の習得に向けた研修を体系的に実施する。また、オン
ラインやオンデマンド研修を実施し、離島受講者等の
研修機会の拡大を図る。　ほか

（３）介護技術等の普及による介護意識の醸成
① 県民や介護従事者への介護知識・技術の普及啓発
■ 介護講座や、食事・入浴・移動・排泄などの家族
介護をテーマとした「介護の日」講演会等を開催し、
一般県民や介護従事者に対して介護知識・技術の普及
啓発を図る。
② 多様な福祉用具の普及
■ 常設展示場を活用した福祉用具展示場見学・相談会
や「第13回福祉機器展」（7月4日～5日）　等を開催し、
県民の福祉用具に関する知識を広め、介護負担の軽減
につながるように在宅介護の支援を行う。　ほか

４. 明るい長寿社会づくり
（１）高齢者の生きがいと健康づくりの推進
① アクティブシニア（意欲的に活動する高齢者）の社
会参加の促進と生きがいづくり
■ 「第 16 回沖縄ねんりんピック（スポーツ交流大会・
文化交流大会）」（9 月 6 日～ 12 月 22 日）や「第 16
回かりゆし美術展」（12 月 2 日～ 6 日）の開催など、
スポーツ・文化活動の事業に取り組み、高齢者の自主
的な取り組みを支援し、生きがいと健康づくりを推進す
る。また、「沖縄県かりゆし長寿大学校」の運営を通し、
高齢者の生きがいのある生活基盤の確立と健康の保持
増進及び地域活動の担い手の養成を図る。　ほか

５. 企画広報・助成・提言活動の推進
（１）調査研究・企画活動の強化
① 福祉問題の調査研究の計画的推進
■ 総合企画委員会や各部署において必要な調査研究活
動に取り組むことにより、県内の福祉課題を適切に把握
し、新たな支援策の企画や政策提言につなげる。ほか

（２）福祉施策への提言・要請活動の強化
① 福祉施策の立案・提言活動の展開
■ 沖縄県社会福祉施策・予算対策協議会との連携の
もと、各分野における福祉課題を明らかにして、関係
者との意見交換を図りながら「令和 8 年度沖縄県福祉

施策・予算に対する要請書」を取りまとめ、県、市町
村等に対して提言・要請活動を展開する。　ほか

（３）広報・啓発及び情報提供機能の強化
① 福祉に関する広報・啓発及び情報提供機能の充実
■ 「第 68 回沖縄県社会福祉大会」（10月 29 日　沖縄
コンベンションセンター）の開催を通じて、今日的な福
祉課題について県民への啓発活動を展開する。　ほか

（４）資金助成による活動支援の推進
① 社会福祉振興基金助成事業の効果的な運用
■ 福祉施設や福祉団体、NPO 等に対し、社会福祉振
興基金の運用益を活用した一般助成、地域福祉活動モ
デル助成を実施し、その活動を支援する。
② THANKS（サンクス）運動基金を活用した助成事業
の効果的な実施
■ 「THANKS（サンクス）運動基金」を活用した助成
事業を実施し、住民主体の支え合い活動をはじめ、地
域の課題等に対し各関係機関・団体が協働して取り組
む活動を支援する。
③ 民間助成に関する情報提供と活用支援
■ 県内外の民間団体等が行う助成事業の情報提供や
活用支援を行い、民間福祉団体の活動基盤の強化を支
援する。　ほか

６. 組織体制・財政基盤の強化
（１）組織体制・財政基盤の強化
① 組織体制の強化
■ 理事、監事及び評議員に対して本会が取り組む事業
や法人としての財務状況等を適切に提供し、理事会・
評議員会で審議した内容を各事業に反映させるなど、
理事会・評議員会の活性化を図る。また、役員及び評
議員の任期満了に伴う一斉改選に向け、対応を図る。
② 経営の適正化と透明性の確保
■ 顧問会計士との連携のもと、財務規律の強化に取り
組む。また、本会監事による独自の中間監査を実施す
るなど内部統制機能の強化を図り、県民に信頼される
組織経営の適正化を図る。
③ 財政基盤の強化
■ 県民ニーズに対応した事業展開や組織経営の安定化
に向け、自主財源である会費、寄附金、チャリティ収入、
事業収入等の強化に努める。また、国・県の動向をと
らえ、県と協議を行い、公的財源を活用するなどして、
必要な事業費の確保を図る。
④ 沖縄県総合福祉センターの適切な管理運営
■ 令和 7 年度から 5 年間の指定管理業務について、
引き続き、県総合福祉センターが県民の社会福祉活動
の拠点施設としての機能を発揮できるよう、利用者及び
入居団体のニーズに応じたセンターの管理運営につな
げる。ほか



収入の部
459.317千円

支出の部
397.656千円

収入の部
459.317千円

支出の部
397.656千円

❻ 福祉情報おきなわ2025.5.1. 2025.5.1. 福祉情報おきなわ ❼

令和7年度 沖縄県共同募金会事業計画（概要）

　本県の共同募金運動は、1952 年以来 70 年余にわたり県民の福祉向上を図るため民間福祉事業の
支援を担ってきましたが、近年の社会・経済情勢の変化を背景に、県内では生活の困窮や孤立・孤
独の広がりなど、様々な福祉課題が浮き彫りになっています。とりわけ、２０２５年は団塊の世代がす
べて７５歳以上の後期高齢者となり、介護や孤立等の問題の増大が予想されるなど、大きな節目を迎
えています。
　こうした状況のなか、地域においては社会福祉協議会をはじめ、民間の非営利団体による課題解決
の取組が活発化しており、共同募金には、そのような住民主体の福祉活動を財源面で支える役割が
一層求められています。
　令和７年度は、当面する諸課題に取り組む活動財源の確保と効果的な助成を通じて、誰もが孤立す
ることなく安心と生きがいをもって生活できる地域共生社会づくりを目指し、次の事業を実施します。

1.
2.
3.

共同募金運動の実施
災害たすけあい運動の実施
生活困窮者への緊急支援活動
助成の実施

4.
5.
6.
7.

共同募金以外の募金と助成の実施
市町村共同募金委員会の基盤強化
広報活動の推進
関係機関との連携

基本方針

1. 共同募金運動の実施
（１）一般募金（赤い羽根共同募金）
①市町村共同募金委員会（分会を含む。以下同じ。）
主体の赤い羽根共同募金を推進するとともに、本会に
おいても、QR コードを活用したネット募金、ダイレクト
メール、訪問活動等を通じて県民、企業、団体の寄附
拡大を図ります。
②企業・事業所と消費者による募金協力として、「寄付
付き商品」の取組を進めます。

（２）歳末たすけあい運動
①生活困窮世帯等の支援に向けて、各市町村において
社会福祉協議会（以下「社協」という。）及び共同募金
委員会を中心に、地域歳末たすけあい運動を推進します。
②非営利団体による困窮世帯支援活動を応援するとと
もに、単独の募金活動が困難な小規模離島における困
窮世帯への支援活動、児童養護施設卒園予定児童等
の自立支援に向けて、県域の NHK 歳末たすけあい運
動を推進します。

（３）テーマ型募金
　子どもの貧困対策や居場所づくり、若年出産、ヤン
グケアラーなど、子ども・若者をめぐる課題に取り組む
民間福祉活動を応援するためのテーマ型募金として、
琉球新報社とともに「りゅうちゃん 子どもの希望募金」
に取り組みます。

（４）共同募金等助成の成果向上の取組
　助成先団体間のつながりを深め、活動実績の共有と
課題解決に向けた連携を創出する場として、助成先団
体交流会を開催します。

2. 災害たすけあい運動の実施
①県内における災害発生時に、県市町村社協と連携し
て被災状況の情報収集を行い、被災地社協及び被災世
帯への支援に取り組みます。
②新規事業として、県内における災害発生時の、市町
村共同募金委員会による被災者支援の進め方に関する
手引きの作成に向けて調査研究を進めます。
③県内外で災害救助法が適用される等の大規模災害が
発生した場合における被災者への義援金募集と、NPO
等による災害支援活動への助成を行います。
④社会福祉法第 118 条の規定に基づいて災害等準備
金を積み立て、被災地に設置される災害ボランティアセ
ンターへの助成金として拠出します。

3. 生活困窮者への緊急支援活動助成の実施
　市町村社協が取り組む生活困窮者へのアウトリーチ
（訪問調査）や相談支援活動を効果的かつ円滑に進め
るため、事業費の助成を行います。　

4. 共同募金以外の募金と助成の実施
①共同募金配分計画以外の緊急の助成ニーズに対応で

きるよう、共同募金運動の期間外を含め年間を通じて
受け付けることができる遺贈・相続寄附およびその他
の寄付金の拡大に務めます。
②社会福祉事業経営の安定化と福祉サービスの向上を
図るため、特定の社会福祉法人への配分を企図した受
配者指定寄附制度の適切な運用に努めます。

5. 市町村共同募金委員会の基盤強化
①市町村共同募金委員会役員・幹部職員の会議を開催
し、共同募金をめぐる情勢・方針や募金運動推進に向
けた取組の共通認識と情報共有を図ります。
②市町村共同募金委員会の担当職員研修会を開催し、
募金活動及び助成事業の課題解決に向けた協議を行い
ます。
③中央共同募金会策定の「市区町村共同募金委員会の
出納業務適正実施のためのチェックポイント」を参考
に、市町村共同募委員会における不祥事防止のマニュ
アル「共同募金等取り扱い適正化指針」の改訂と周知・
活用を進めます。
④共同募金協力者へ提供するため、琉球フットボール
クラブ ( 株 )（ＦＣ琉球）の協力のもと赤い羽根缶バッ
ジ等のオリジナルグッズを作成して市町村共同募金委員
会による活用を図ります。

6. 広報活動の推進
①マス・メディアへのプレスリリースを積極的に行うとと
もに、テレビ、ラジオ各局の協力を得て広く共同募金
運動の啓発を図ります。
②ホームページ及び機関紙掲載情報の充実を図り、県
民、関係団体への情報開示・発信に務めるとともに、フェ
イスブック、Ｘ（旧ﾂｲｯﾀｰ）を通じて、募金活動、助成金
情報の迅速な伝達を図ります。
③寄付者、募金ボランティア、受配団体、共同募金委
員会等の交流を図るとともに、多額寄附者や募金ボラ
ンティアの顕彰の機会として「赤い羽根共同募金感謝
の集い」を開催します。

7. 関係機関との連携
①中央共同募金会及び九州各県共同募金会と連携して
共同募金に関する取組や課題の情報共有を図ります。
②中央競馬社会福祉財団、車両競技公益資金記念財
団等の公益財団法人による助成の斡旋・推薦を通じて、
県内社会福祉法人、NPO 等の事業の拡大、施設整備
を支援します。
③県内の助成団体との連携を図り、助成を必要とする
団体が適切、効果的に助成金を活用できるよう連絡調
整と啓発に務めます。

赤い羽根募金
歳末募金

指定寄付金等
その他事業収入
災 害 義 援 金
積立資産取崩収入

前期末支払資金残高

合　計

230,823 
67,957 

2 
8,636 
29,113 
14,000 
108,786 
459,317 
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260,546 
68,507 
3,501 
8,978 
46,632 
11,660 
109,949 
509,773 

▲ 29,723
▲ 550
▲ 3,499
▲ 342

▲ 17,519
2,340

▲ 1,163
▲ 50,456

科　目 当年度予算額
収　入

前年度予算額 増　減

赤い羽根配分金（助成）
歳末配分金（助成）※繰越金含む
指定寄付金支出等
災 害 義 援 金
事業費・事務費支出等
緊急配分金等支出

予 備 費 支 出
合　計

179,408 
100,969 

2 
29,120 
59,339 
12,001 
16,817 
397,656 

218,617 
101,614 
3,151 
46,765 
59,329 
10,661 
16,770 
456,907 

▲ 39,209
▲ 645
▲ 3,149
▲ 17,645

10
1,340
47

▲ 59,251

科　目 当年度予算額
支　出

前年度予算額 増　減

歳末募金
14.8％

赤い羽根募金
50.3％

歳末配分金（助成）
※繰越金含む 25.4％

赤い羽根配分金
（助成）

45.1％

歳末募金
14.8％

その他事業収入

災害義援金

（緊急配分金･災害ボランティア支援金） （緊急配分金･災害ボランティア支援金）

（※災害等準備金を含む）

（緊急配分金･災害ボランティア支援金）
積立資産取崩収入

（※災害等準備金を含む）
前期末支払資金残高

赤い羽根募金
50.3％

歳末配分金（助成）
※繰越金含む 25.4％

赤い羽根配分金
（助成）

45.1％

1.9％

災害義援金
7.3％

事業費・事務費支出等
15.0％

3.0％
緊急配分金等支出 予備費支出 4.2％

6.3％

3.0％

23.7％
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第２8回 介護支援専門員実務研修
受講試験のお知らせ

　県社協では、沖縄県の指定により、介護支援専門員（ケアマネージャー、以下ケアマネ）実務研修
受講試験（以下、本試験）を下記の日程で実施します。本試験は、ケアマネ実務研修の受講に対し
て、事前に介護保険制度や、保険医療分野などに関する必要な専門知識を有していることを確認
し、ケアマネの高い資質を確保することを目的としております。本試験を申し込むには、事前に「受
験の手引き」の購入が必要となります。また、本試験の対策を兼ねて、「介護人材キャリアアップ研
修（無料）」を実施します。詳しくは事務局までお問合せください。

また、県社協では、本試験の対策を兼ねて「介護人材キャリアアップ研修（無料）」を
実施しますので、詳しくは事務局までお問合せください。

受験の手引き 販売期間

5月26日（月）～ 6月20日（金）
※窓口販売は行いません。
　インターネット上で購入手続きを行い、指定する口座に代金（750 円／冊）を
　振り込んでいただきます。その後、事務局からご自宅等へ発送いたします。

試験に関する詳しい情報は
こちらのウェブサイトをご覧ください

本試験申込期間

5月26日（月）～ 6月30日（月）
※当日消印有効※７月１日以降は受付不可となります。

ホームページ https://www.okishakyo.or.jp/jinzai/

問い合わせ先 県社協 福祉人材研修センター 098-882-5703

沖縄県かりゆし長寿大学校

アクティブシニア150名が入学

　沖縄県社協いきいき長寿センターでは、去る 2 月 27 日、『沖縄県かりゆし長
寿大学校』の32期生の卒業式を執り行いました。
　式では、卒業生 146 名一人一人の名前を読み上げ、6 名の代表者に湧川昌秀
学長から卒業証書が手渡されました。
　湧川学長からは、「本校で学んだ成果を積極的に発揮し、豊かな長寿社会を
支える活力あるシニアの一員として、各地域で活躍することを大いに期待してお
ります」とあいさつがありました。

　また、木曜日コース・生活環境学科の学科長 玉那覇清美さん（70）は、卒
業生代表あいさつで、「これからも自分らしさを大切にし、支えてくれた人たち
への感謝の気持ちを忘れず、悔いのない人生を歩みたい」と今後の抱負を述べ
ました。
　一年間一度も授業を休まず全課程を修了した 54 名の皆出席者を代表し、火
曜日コースの西平やす子さん（80）、木曜日コースの新垣智恵子さん（95）へ、
皆勤賞が授与されました。32 期生最高齢の新垣さんは、「これからも学ぶ姿勢
を持ち続け、地域に役立つ人でありたい」と話されました。
　「本当に楽しかった、あと一年学びたい」と名残惜しそうにしながらも、晴れ
やかな笑顔で卒業された学生たち。一年間のかりゆし長寿大学校での学びが、
人と人とのつながりや地域活動への参加、健康づくりに役立つことを期待しま
す。
　卒業生内訳【地域文化学科】49 名、【健康福祉学科】50 名、【生活環境学科】
47名、計146名。皆出席者【火曜日コース】29名、【木曜日コース】25名、計54名。

　去る 4月17日、『沖縄県かりゆし長寿大学校』の 33 期生の入学式
を開催いたしました。入学希望の申込が 202 名の中、150 名の学生
が入学式の日を迎えました（志願倍率1.34 倍）。
　式典では、湧川昌秀学長から、「学生の皆様には、健康に留意され、
卒業後は活力ある長寿社会づくりの推進役として活躍されますことを
祈念申し上げます」とあいさつが述べられました。
　また、新入生を代表して、男性の最高齢 81歳の仲里正幸さんと、女
性の最高齢 88 歳の安里貞子さんが壇上に立ち、「この一年間、大学
校設置の趣旨に沿って学業に励み、自己啓発に努めることを誓います」
という誓いの言葉を述べました。
　33 期入学生（150 名）内訳【男性 41 名・女性 109 名】【最高年
齢男性 81歳・女性 88 歳】【平均年齢 73 歳】
　これから約一年間、一般教養課程や専門課程の講義、大運動会や学習発表会等の行事を通し、地域活動や
生きがい・健康づくりに役立つ知識を学びます。また、かりゆし長寿大学校を卒業後には地域活動の担い手と
なり、活躍することを期待しています。

沖縄県かりゆし長寿大学校 32期生が卒業

たまなは       きよみ

あらかき       ちえこにしひら　　　　　こ
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▲琉球大学 本村真 教授 ▲居場所関係者ら76 名が参加 ▲名護市ネットワークの山城勇樹氏

「里親支援センター」とは？
里親及び小規模住居型児童養育事業に従事する者、その養育される児童並びに里親になろうとする
者について相談その他の援助を行うことを目的とする施設のことです。
　※こども家庭庁支援局長通知（令和 6 年 3月29 日こ支家第181号）より抜粋

令和 7年 2 月、那覇市に県内初の里親登録に必要な
手続きから里子の自立までを包括的にサポートする
「里親養育支援センターよしみず」が開所しました。
※運営法人　社会福祉法人袋中園

里親養育支援センターよしみずの

５つのアクション
１里親制度の普及促進・
リクルート

里親制度を多くの方に知っていただくためにパネル展
や出前講座など各種イベントを行います。里親家庭が
増えることで、子どもたちが地域を離れることなく生
活できることを目標とします。

2 里親研修・トレーニング
里親登録のために必要な研修や個別の研修テーマに
よるスキルアップ研修等を受ける機会を提供し、養育
力の向上を支援します。

3 委託の推進
一人ひとりの子どもの状況を踏まえて、子どもと子ど
ものニーズに適した里親を繋ぐお手伝いをします。

4 里親等への支援
定期的な家庭訪問等を行い相談しやすい関係をつく
ります。里親等による相互交流や里親等が一時的な休
息（レスパイト）が取りやすくなるよう支援します

5 里子の自立支援
里子の自立に向けた相談支援や、委託解除後の継続
的な支援を行います。

沖縄県こどもの居場所ネットワーク全体連絡会

沖縄県こどもの居場所ネットワーク事業とは

居場所の必要性、ネットワークの効果・メリットを共有
関係者ら76 名が参加

連絡会・研修会の開催
こどもの居場所の活動向上に
向けた連絡会や研修会の開催

支援物資の受け入れ・配分
企業等からの支援物資の受け入れと
こどもの居場所への分配を行う

関係機関・団体との連携促進
ネットワークの運営強化に向けて
様々な団体との連携を促進

調査による実態把握
居場所等の実施状況調査、
訪問ヒアリングによる実態把握

情報共有の促進
こどもの居場所運営に役立つ情報を
会員間で共有するための情報発信

市町村・圏域ネットワークへの支援
ネットワーク団体等と連携し、
情報提供、物資提供を実施

　沖縄県社協では、2 月 27 日に浦添市社会福祉セン
ターにおいて「こどもの居場所ネットワーク全体連絡会」
を開催しました。この連絡会にはこどもの居場所の運
営者をはじめ、市町村社協や行政の職員、中間支援団
体等の関係者ら76 名の参加がありました。
　県社協による基調説明では、県内のこどもの居場所
の現状やネットワークの効果・メリットについて触れ、
市町村内や近隣の市町村と合同によるネットワークの重
要性を訴えました。
　続いて、琉球大学人文学部の本村真 教授から「地
域における子どもの居場所の必要性～子どもたちの様々
な「連鎖」から考える～」と題した講演がありました。

　沖縄県社協では沖縄県の委託を受けて令和元年度
から「県こどもの居場所ネットワーク事業」を実施し
ています。ネットワークにはこども食堂や学習支援等
「こどもの居場所」を運営する団体に加入いただき、
令和 7 年 3 月現在で、305 団体の登録があります。
この事業では主に次の 6 つの活動を通して県内のこ
どもの居場所を支援しています。

本村氏は、貧困をはじめとする「負の連鎖」の背景に、
沖縄戦や戦後の米軍統治下にあった沖縄特有の状況が
自己肯定行動の低下などの影響を与えているのではと指
摘。こどもが成長に必要な「生理的なエネルギー」と「心
理的なエネルギー」を補給できるよう、保護者にも目
を向けることも重要だと強調しました。
　活動報告では、名護市こどもの居場所ネットワーク副
会長の山城勇樹氏が登壇し、令和 6 年 5月のネットワー
ク設立の背景や活動内容についてユーモアを交えなが
ら報告がありました。
　参加者からは、「切れ目のない持続的・継続的な支
援の必要性を感じた」といった感想が寄せられました。


